
 

 

 

 

健やか親子おきなわ２１（第２次） 

 

中間評価報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 2 年 3 月 

沖 縄 県 
 

 

 





目次 

 

Ⅰ 健やか親子おきなわ２１（第２次）中間評価について ・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

 

 

Ⅱ 中間評価の目的と方法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

 

 

Ⅲ 中間評価の結果 

   １ 概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

   ２ 中間評価における主要目標別の達成状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

 

 

Ⅳ 課題ごとの評価 

・基盤課題１ 切れ目のない妊産婦への保健対策と地域づくり ・・・・・ ２ 

   ・基盤課題２ 子どもへの保健対策と環境づくり ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 

   ・基盤課題３ 思春期からの保健対策と地域づくり ・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

   ・重視すべき課題 のびのびと心豊かに子育てができる地域づくり ・・ ９ 

 

 

Ⅴ 最終評価目標の再設定、新たに追加する指標について 

   １ 最終評価目標の再設定について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 

   ２ 新たに追加する指標について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４ 

 

 

Ⅵ 中間評価の総括と今後に向けて ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６ 

 

≪参考資料≫ 

 １ 健やか親子おきなわ２１（第２次）の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１ 

 ２ 健やか親子おきなわ２１（第２次）体系図 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３２ 

 ３ 健やか親子おきなわ２１（第２次）推進体制 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３３ 

 ４ 健やか親子おきなわ２１（第２次）中間評価検討部会開催要領 ・・・・ ３４ 

 ５ 健やか親子おきなわ２１（第２次）中間評価検討部会委員名簿 ・・・・ ３５ 

 ６ 健やか親子おきなわ２１（第２次）推進協議会設置要綱 ・・・・・・・・・・ ３６ 

 ７ 健やか親子おきなわ２１（第２次）推進協議会委員名簿 ・・・・・・・・・・ ３７ 





Ⅰ 健やか親子おきなわ２１（第２次）の中間評価について 
  健やか親子おきなわ２１（第２次）は、「沖縄県のすべての親と子が健やかでたくまし

く成長すること」を基本理念とした沖縄県の母子保健計画です。 
本計画の対象期間は、平成 27 年度から平成 36 年度（令和６年度）までの 10 年間であ

り、開始から 5 年を目安に中間評価を行うこととしています。 
令和元年度は中間年度にあたっていることから、各指標の達成の状況やこれまでの取

り組みに関する評価、最終評価も視野に置いた本計画の見直しなどを行うため、中間評

価を実施しました。 
 
Ⅱ 中間評価の目的と方法 
 １ 中間評価の目的 
   これまでの５年間の取組状況を踏まえて、目標の達成状況や取り組みに関する評価

を実施し、本計画の見直しを図る。 
 
 ２ 中間評価の方法 
   目標値を設定している 61 指標（89 項目）について、計画策定時に定めた中間評価時

の目標に対する各項目の達成状況を評価する。 
 
 ３ 指標（項目）の評価方法 
   ベースラインと直近の値を比較して、以下のいずれかに該当するかで評価を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅲ 中間評価の結果 
 １ 概要 
   健やか親子おきなわ２１（第２次）の策定時には、61 指標（89 項目）が設定されて

おり、65 項目（73.0％）が目標に向けて改善した（目標を達成した 18 項目（20.2％）、

目標に達成していないが改善した 47 項目（52.8％））。変化なしの項目は５項目（5.6％）、

悪化した項目は 14 項目（15.7％）、評価できないは５項目（5.6%）でした。 
 
 ２ 中間評価における主要目標別の達成状況 

基盤課題１：切れ目のない妊産婦への保健対策と地域づくり 
基盤課題２：子どもへの保健対策と環境づくり 
基盤課題３：思春期からの保健対策と地域づくり 
重視すべき課題：のびのびと心豊かに子育てができる地域づくり 
 

１ 改善した  ①目標を達成した 
        ②目標に達成していないが改善した 
２ 変わらない 
３ 悪くなっている 
４ 評価できない 
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＜目標値を設定した指標（項目）の達成状況＞ 

基盤課題１ 基盤課題２ 基盤課題３ 重視すべき課題 項目別合計

１６指標 １７指標 ９指標 １９指標 ６１指標

１７項目 ２９項目 １８項目 ２５項目 ８９項目

目標を達成した
3 7 3 5

18

（20.2%）

目標に達成してい

ないが改善した 10 15 11 11

47

（52.8%）

1 2 0 2

5

（5.6%）

3 5 4 2

14

（15.7%）

0 0 0 5

5

（5.6%）

改善した

変化なし

悪化した

評価できない  
 
Ⅳ 課題ごとの評価 

基盤課題１：切れ目のない妊産婦への保健対策と地域づくり 
主要目標 ：妊産婦支援体制の充実、すべての赤ちゃんが元気に生まれ育つ 
１ 基盤課題１の達成状況 
 ・17 項目のうち、３項目は目標を達成、10 項目は目標に達成していないが改善傾向、 

１項目は変化なし、３項目は悪化し、評価できない指標はみられなかった。 

計
①目標に達

成した

②目標に達成

していないが
改善

(基盤課題１)
　妊産婦支援体制の充実、すべての赤
ちゃんが元気に生まれ育つ

17 76.5% 13 3 10 1 3 0 0

　健康水準の指標 4 100.0% 4 2 2 0 0 0 0

　健康行動の指標 7 71.4% 5 0 5 1 1 0 0

　環境整備の指標 6 66.7% 4 1 3 0 2 0 0

主要目標
評価対象
の指標数

改善した
指標の
割合

改善した指標数

変化なし
の指標数

悪化した
指標数

評価で
きない
指標数

把握
なし

 
 
 ２ 各項目の達成状況 
 ＜目標に達成した項目＞ 

   健康水準：①妊娠・出産に満足している者の割合、②この地域で子育てしたいと思

う親の割合 
   環境指標：①母子手帳交付時に保健指導を実施している市町村の割合 

＜改善した項目＞ 
   健康水準：①低体重出生率、②妊娠中、配慮されたと思う就労妊婦の割合 
   健康行動：①妊娠 11 週以内の届出率、②妊娠中の妊婦の喫煙率、③育児中の両親の

喫煙、④妊娠中の妊婦の飲酒率 
   環境整備：①妊産婦人口に対する就業助産師の割合、②産科診療所での助産師を配

置する割合、③妊娠届出時のアンケート等で妊婦の状況を把握してい

る市町村の割合 
 ＜変化なしの項目＞ 
  健康行動：①妊婦健康診査の平均受診回数 
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  ＜悪化した項目＞ 
健康行動：①マタニティマークを妊娠中に使用したことのある母親の割合 
環境整備：①妊娠中の保健指導で産後のメンタルヘルスについて妊婦とその家族に

伝える機会を設けている市町村の割合、②産後１か月で EPDS９点以上

を示した人へのフォロー体制がある市町村の割合 
 
 ３ 今後強化すべき取組 
   切れ目のない妊産婦への保健対策と地域づくりに関する多くの指標で改善が見られ

ているが、低体重児出生率や妊娠 11 週以内の妊娠届出率など全国値との比較や、社会

状況の変化や母子保健に関する法律・制度の改正などを踏まえた対策の継続・強化が

引き続き必要となっている。 
 
（１）低出生体重児出生に関する対策の強化 

    本県の低体重児出生率は 11.4%から 11.1%へと改善しているが、全国値（9.4%）

と比較すると高い値となっていることから引き続き対策の強化が必要である。 
低出生体重児出生の要因については、様々な分析や報告がなされており、本県の

要因分析でも「37 週未満の出生」、「妊娠後期の高血圧」、「妊娠中の喫煙」、「BMI18.5
未満」、「身長 150 ㎝未満」が影響を与える要因として明らかになっている。特に妊

娠中の喫煙とやせ（BMI18.5 未満）については市町村や医療機関での継続的な支援

により改善が見込まれることから、喫煙妊婦・やせ妊婦を対象とした保健教材を積

極的に活用し、市町村における保健指導の充実および強化、禁煙指導を行う産科診

療所や妊婦も利用できる禁煙外来医療機関の拡大を図る。 
   （関連指標 健康水準 1-1、参考指標 1-8、1-9、1-10） 
 
（２）産前・産後のメンタルヘルスケアの強化 
   近年、産前・産後のメンタルヘルスケアへの重要性が高まっており、母子保健法

の一部改正が図られるなど対策が強化されているが、公費負担による産婦健康診査

や産後ケア事業の取り組みなど、妊産婦へのメンタルヘルスケアの体制は十分とは

いえない状況にある。 
産前・産後のメンタルヘルスケアの強化を図るため、母子手帳交付時の機会を活

用して妊娠中から産後のメンタルヘルスケアについて情報提供を行うとともに、 

個別支援や両親学級等でのメンタルヘルスケアに関する保健指導の充実、産婦健康

診査や産後ケア事業の実施市町村の拡大、精神科医療機関との連携強化などにより

地域での支援体制づくりを推進していく。 
  （関連指標 環境整備 1-15、1-16、1-17、1-18） 
 
（３）妊産婦を支える支援体制の強化 
   妊娠・出産・子育てをとおして切れ目なく妊産婦を支えるためには、妊娠初期か

らの支援、妊婦健康診査や産婦健康診査の適切な受診など、市町村と産科医療機関

を中心とした取り組み・連携の強化が重要となる。 
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   母子健康包括支援センターをはじめとした、保健、医療、福祉の各種関係機関と

の連絡調整を強化し、妊娠期からの切れ目のない地域支援体制づくりを推進する。 
  （関連指標 健康行動 1-6、環境整備 1-20） 
 
４ 主体ごとの主な取組（現在の取組、強化する取組）  

  【県】 
  ・県及び保健所は低出生体重児の要因分析に基づき作成した保健指導の推進を図る。 
  ・県及び保健所は市町村における母子健康包括支援センターの設置、産婦健康診査お

よび産後ケア事業の実施を推進する。 
  ・県及び保健所は周産期メンタルヘルスケアのフォローアップ体制の構築を図る。 
  ・県は周産期医療に関わる医療従事者の確保と充実、育成に努める。 
  【市町村】 
  ・全ての妊婦の面接を専門職が行う体制を整えるため、マンパワーを確保し体制を 

整備する。 
  ・低出生体重児出生を予防するための保健指導の強化を図る。 
  ・母子健康包括支援センターなどによる切れ目のない地域支援体制の充実を図る。 
  ・妊娠中からのメンタルヘルスケアに関する保健指導、産婦健康診査や産後ケア事業

などの実施により、妊産婦のメンタルヘルスケアの強化を図る。 
  【医療機関】 
  ・産婦人科において禁煙支援および妊婦のやせの予防に関する取り組みを推進する。 
  ・ハイリスク妊産婦や気になる妊産婦についての相談体制を整えるほか、情報シート

を活用するなど、市町村、関係機関と連携を図り支援する体制を整える。 
・ハイリスク妊産婦へのメンタルヘルスケアができる。 

  【その他関係団体・関係機関】 
  ・（マスコミ等）喫煙ややせが妊娠に及ぼす影響について広報する。 
  ・（看護協会）助産師等を対象とした周産期メンタルヘルス研修を実施する。 

・（労働局）妊産婦に対して「母子健康管理指導事項連絡カード」の活用を周知する。 
  【事業主】 
  ・職場での禁煙の取り組みを進める。 

・従業員が妊婦健康診査を受診することができる環境整備に努めるとともに、受診勧

奨を行う。 
【住民・地域】 
・妊娠に早く気づき医療機関を受診し、11 週以内に妊娠届出を行う。 
・妊娠中のタバコの害について理解し、禁煙する。 
・妊娠前のやせについて理解し、適切な体重管理に努める。 
・妊婦健康診査を適正回数受診する。 
・市町村や産科医療機関の両親学級等に積極的に参加する。 
・妊娠、出産、育児に利用できる制度や相談機関を理解し、活用できる。 
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基盤課題２：子どもへの保健対策と環境づくり 
主要目標 ：すべての子どもが望ましい生活習慣を獲得し、主体的に健康づくりに 

取り組むことができる 
１ 基盤課題２の達成状況 
 ・29 項目のうち、７項目は目標を達成、15 項目は目標に達成していないが改善傾向、 

２項目は変化なし、５項目は悪化し、評価できない指標はみられなかった。 

計
①目標に達
成した

②目標に達成

していないが
改善

（基盤課題２）
　すべての子どもが望ましい生活習慣
を獲得し、主体的に健康づくりに取り
組むことができる

29 75.9% 22 7 15 2 5 0 0

　健康水準の指標 9 77.8% 7 3 4 0 2 0 0

　健康行動の指標 15 80.0% 12 2 10 1 2 0 0

　環境整備の指標 5 60.0% 3 2 1 1 1 0 0

主要目標
評価対象
の指標数

改善した
指標の
割合

改善した指標数

変化なし
の指標数

悪化した
指標数

評価で
きない
指標数

把握
なし

 
 
２ 各項目の達成状況 
＜目標に達成した項目＞ 
 健康水準：①不慮の事故による死亡率（1～4 才、5～9 才、10～14 才） 
 健康行動：①小児救急電話相談（＃8000）を知っている親の割合、②1 歳 6 か月児

で仕上げ磨きをする親の割合 
環境整備：①ハイリスク児に対し退院後早期に訪問する体制がある市町村の割合、 

②乳幼児健診事業を評価する体制がある市町村の割合 
  ＜改善した項目＞ 
   健康水準：①児童・生徒における肥満傾向児の割合（10 歳：小５女子）、②3 歳児の 

むし歯有病者率、③幼児の死亡率、④不慮の事故による死亡率（15～19
才） 

健康行動：①予防接種率（1 歳 6 か月児の MR）、②乳幼児健診の受診率（乳児、1 歳

6 か月児、3 歳児）、③かかりつけ医を持つ親の割合（乳児・3 歳児の医師、

3 歳児の歯科医）、④チャイルドシートを利用している親の割合（1 歳 6
か月児）、⑤22 時以降に就寝する 3 歳児の割合、⑥8 時以降に起床する 3
歳児の割合 

環境整備：①1 歳 6 か月時にフッ化物塗布を実施している市町村の割合 
＜変化なしの項目＞ 

  健康行動：①チャイルドシートを利用している親の割合（3 歳児） 
  環境整備：①市町村の乳幼児健診の評価体制構築への支援をしている県型保健所の

割合 
 ＜悪化した項目＞ 
  健康水準：①児童・生徒における肥満傾向児の割合（10 歳：小５男子）、②不慮の事

故による死亡率(0 才) 
  健康行動：①かかりつけ医を持つ親の割合（1 歳 6 か月児の歯科医）、②チャイルド 

シートを利用している親の割合（乳児） 
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環境整備：①市町村のハイリスク児の早期訪問体制構築等に対する支援をしている 

県型保健所の割合 
 
 ３ 今後強化すべき取組 
   子どもへの保健対策と環境づくりに関する多くの指標で改善が見られているが、児

童・生徒における肥満傾向児の割合や 3 歳児のむし歯有病者率など全国値との比較、

親の生活習慣や家庭環境などの背景を踏まえた対策、保健対策の環境整備の継続・強

化が必要となっている。 
 
（１）食生活等生活習慣に関する課題 

    朝食を欠食する子どもの家庭では親も朝食を欠食していることが考えられ、親の

生活習慣が次世代の子どもの食生活に影響することが懸念されている。また、3 歳児

のむし歯有病率は改善傾向にあるが全国と比較すると高い値となっている。 
子どもの健康と安全を意識した生活習慣への意識をより高めるため、家庭環境な

どの背景も踏まえ、保健や医療分野のみならず、教育分野など幅広い関係機関と連

携し、毎日の朝食摂取、かかりつけ歯科医やチャイルドシートの活用など望ましい

生活習慣の獲得に向けた取組を推進していく。 
  （関連指標 健康水準 2-1、2-2、2-4、健康行動 2-7、2-8、参考指標 2-4、2-5） 

 
（２）母子保健行政における県型保健所の役割の再認識 

地域における広域的・専門的な業務を担っている県型保健所には、地域格差や市

町村格差を解消することが期待されている。広域的・専門的な業務の中には、市町

村間の格差の是正や母子保健サービスの質の向上に向けた支援も含まれており、 
妊婦健診や乳幼児健診データなどを利活用して、管内市町村と現状や情報の共有を

図り、健診事業の評価体制やハイリスク児の早期訪問体制に関する課題の整理や解

決に向けた検討を行うなど、市町村への積極的な支援を進めていく。 
  （関連指標 環境整備 2-15、2-17） 
 
４ 主体ごとの主な取組（現在の取組、強化する取組） 
【県】 
・県及び保健所は市町村の妊婦健診や乳幼児健診データを利活用し、強みや課題等を

整理し、市町村へ提供する。 
・保健所は管内の母子保健情報を収集し各市町村の現状や課題を整理するとともに、

管内市町村と情報を共有して課題解決に向けた検討を行う。 
【市町村】 
・市町村における健診事業等を整理・分析し、広報等を活用して地域の課題等につい

て発信していく。 
・関係機関と連携し、母子健康手帳交付時や乳幼児健診時のチャイルドシート着用啓

発と支援を強化する。 
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【学校・教育機関】 
・早寝・早起き・朝ご飯運動を展開する。 
・健康課題に対する食育、体力づくり等での指導の充実を図る。 
・肥満ややせの児に対する個別指導や健康教育を実施する。 
【その他関係団体・関係機関】 
・（医師会等）健康講演会や研修会、健康イベント等を開催する。 
・（看護協会）小児看護領域で勤務する看護職を対象とした研修を実施する。 
【住民・地域】 
・望ましい生活習慣を知り、実践する。 
・健康イベントへ積極的に参加する。 
・適切な歯磨きの習慣や規則正しい食習慣を身につけ、予防を含め定期的に歯科医療

機関を受診する。 
・歯や口の健康習慣や望ましい生活習慣について、各自治会でも公民館だよりや青年

会、婦人会で広報する。 
 

基盤課題３：思春期からの保健対策と地域づくり 
主要目標 ：思春期から主体的に取り組む健康づくりの推進と次世代の健康を育む 

保健対策の充実 
１ 基盤課題３の達成状況 
 ・18 項目のうち、３項目は目標を達成、11 項目は目標に達成していないが改善傾向、 

４項目は悪化し、変化なし、評価できない指標はみられなかった。 

計
①目標に達
成した

②目標に達成

していないが
改善

（基盤課題３）
　思春期から主体的に取り組む健康づ
くりの推進と次世代の健康を育む保健
対策の充実

18 77.8% 14 3 11 0 4 0 0

　健康水準の指標 6 66.7% 4 1 3 0 2 0 0

　健康行動の指標 4 100.0% 4 0 4 0 0 0 0

　環境整備の指標 8 75.0% 6 2 4 0 2 0 0

主要目標
評価対象
の指標数

改善した
指標の
割合

改善した指標数

変化なし
の指標数

悪化した
指標数

評価で
きない
指標数

把握
なし

 
２ 各項目の達成状況 
＜目標に達成した項目＞ 

  健康水準：①10 代の人工妊娠中絶実施率 
  環境整備：①学校保健委員会を年 2 回以上開催している学校の割合（高等学校）、  

②スクールカウンセラーを配置する学校の割合（中学校） 
  ＜改善した項目＞ 
  健康水準：①10 代の性感染症罹患率（性器クラミジア、淋菌、尖圭コンジローマ） 
  健康行動：①高校中退者率、②不良行為で補導された未成年者の数（深夜徘徊、飲

酒、喫煙） 
  環境整備：①思春期関連の相談ができる支援機関の数、②スクールカウンセラーを

配置する学校の割合（小学校、高等学校）、③スクールソーシャルワー

カーの配置状況 
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 ＜悪化した項目＞ 
  健康水準：①10 代の性感染症罹患率（性器ヘルペス）、②不登校の子どもの数 
  環境整備：①学校保健委員会を年に２回以上開催している学校の割合（小・中学校） 

 
３ 今後強化すべき取組 
  思春期からの保健対策と地域づくりに関する多くの指標で改善が見られているが、

引きこもりや不登校、SNS を介したトラブル、10 代の性に関する課題など、社会状況

の変化や思春期の複雑な課題に対する対策の継続・強化が必要となっている。 
 
（１）思春期への支援体制の強化 

思春期は、健康に関わる様々な情報に自ら触れ行動を選択し始めるという、生涯

の健康づくりの重要なスタートの時期であり、この時期に心と体の健康に関する正

しい知識を身につけることが重要である。そのため、学校や地域において子どもた

ちの様々な悩みや相談に対応できる機会を増やすとともに、教育機関を中心に保健

や医療、警察などの関係機関で連携した健康教育等の充実を推進していく。 

  （関連指標 健康水準 3-3、環境整備 3-7、参考指標 3-6、3-7） 
 
（２）10 代の性に関する対策の強化 

    10 代の性感染症罹患率について、ベースライン値と直近値の比較では減少したよ

うにみえるが、経年的な変化では横ばい状況にある。また、全国的に梅毒の報告数

が増加しており、本県においても 10 代の性感染症罹患率の動向と合わせて注視する

必要がある。性に関する情報に容易に接触できる現代において、正しい知識がなけ

れば正しい選択ができない。このため主に学校保健において取り組まれている性教

育についても、産婦人科や助産師等の専門家が深く関与して内容の充実を図る。 
  （関連指標 健康水準 3-2） 
 
４ 主体ごとの主な取組（現在の取組、強化する取組） 

  【県】 
  ・関係機関と連携し、性感染症予防の啓発を実施する。 
  ・総合精神保健福祉センターにおいて思春期の保健相談や引きこもり相談に対応する。 
  【市町村】 
  ・学校や地域と連携した思春期対策としての学習会を実施する。 
  【学校・教育機関】 
  ・学校保健委員会の活動を強化する。 
  ・いのちの大事さ、性教育や自尊感情を高めるための教育を行う。 
  ・性教育に関する取り組みについて、産婦人科医や助産師などの専門家と連携を図る。 
  【その他関係団体・関係機関】 
  ・行政や教育機関と連携し、健康教育の実施に努める。 
  ・（看護協会）思春期にある相談者への対応を行う。 
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  【住民・地域】 
  ・学校と PTA が協力し、思春期保健（現状・課題）についての講演会を実施する。 
 

重視すべき課題：のびのびと心豊かに子育てができる地域づくり 
主要目標：①親や子どもの多様性を尊重し、それを支える地域の実現 

②児童虐待のない地域の実現 
 １ 重視すべき課題の達成状況 
  ・25 項目のうち、５項目は目標を達成、11 項目は目標に達成していないが改善傾向、 

２項目は変化なし、２項目は悪化し、５項目は評価できないとなっていた。 

計
①目標に達
成した

②目標に達成

していないが
改善

（重視すべき課題）
１．親や子どもの多様性を尊重し、
　　それを支える地域の実現
２．児童虐待のない地域の実現

25 64.0% 16 5 11 2 2 5 0

　健康水準の指標 8 100.0% 8 3 5 0 0 0 0

　健康行動の指標 6 100.0% 6 2 4 0 0 0 0

　環境整備の指標 11 18.2% 2 0 2 2 2 5 0

主要目標
評価対象
の指標数

改善した
指標の
割合

改善した指標数

変化なし
の指標数

悪化した
指標数

評価で
きない
指標数

把握
なし

 
 
２ 各項目の達成状況 
＜目標に達成した項目＞ 

   健康水準：①ゆったりとした気分で子どもと過ごせる時間のある母親の割合（乳児、

1 歳 6 か月児、3 歳児） 
健康行動：①子どもの社会性の発達過程を知っている親の割合、②主体的に育児に

関わっていると感じている父親の割合 
  ＜改善した項目＞ 
   健康水準：①児童虐待による死亡数、②育てにくさを感じたときに対処できる親の

割合、③子どもを虐待していると思う親の割合（乳児、1 歳 6 か月児、3
歳児） 

健康行動：①乳幼児健診の受診率（乳児、1 歳 6 か月児、3 歳児）、②乳幼児揺さぶ

られ症候群を知っている親の割合 
環境整備：①市町村の乳幼児健診の未受診者把握に対する支援をしている県型保健

所の割合、②育てにくさを感じる親への早期支援体制がある市町村の割

合 
＜変化なしの項目＞ 

   環境整備：①市町村における育てにくさを感じる親への早期支援体制整備への支援

をしている県型保健所の割合、②育児不安の親のグループ活動を支援し

ている市町村の割合 
＜悪化した項目＞ 

   環境整備：①乳幼児健診の未受診者の全数を把握する体制がある市町村の割合、②

特定妊婦等支援の必要な親に対して、グループ活動等による支援（市町

村への支援も含む）をしている県型保健所の割合 
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＜評価できない項目＞ 
   環境整備： ①養育支援が必要と認めた全ての家庭に対し養育支援訪問事業を実施し

ている市町村の割合、②要保護児童対策地域協議会の実務者会議、若し

くはケース検討会議に産婦人科医療機関の関係職種が参画している市町

村の割合、③医療機関から養育支援依頼があった場合、対応基準を設け

ている市町村数、④母子手帳交付時や訪問等で把握した場合、要保護児

童対策協議会に情報提供を行う基準を設けている市町村数、⑤乳幼児健

診未受診で状況把握できない場合や訪問拒否の場合に児童福祉担当部署

と連携している市町村数 
 
３ 今後強化すべき取組 
  のびのびと心豊かに子育てができる地域づくりに関する多くの指標で改善が見られ

ているが、育てにくさや育児不安を感じる親への早期支援体制や社会状況の変化に対

する環境整備の継続・強化が必要となっている。 
 
（１）育てにくさを感じる親に寄り添う支援の強化 

子育てが大変と感じている親は一定程度おり、子の年齢とともにその割合も高く

なっている。子や親の発達障害による「育てにくさ」の対策は取り組まれているが、

発達障害以外の様々な背景や環境要因についても対策を講じる必要がある。 
子育ての大変さや育てにくさを感じる親が抱える様々な悩みや関連していると思

われる要因に対して、妊娠期からの早い段階から支援できる体制の構築について引

き続き推進していく。また、支援の量的な確保だけでなく、質的の向上も強化して

いく。 
（関連指標 環境整備 4-9、4-12、4-13、参考指標 4-4、4-5、4-9） 
 

（２）母子保健行政における市町村及び県型保健所の役割の再認識 
乳幼児健診は地域の親子を把握するとともに、その後の支援のきっかけとなる貴

重な場である。健診未受診者の中には何らかの支援が必要な者も多いため、市町村

においては未受診者を全数把握する体制や母子保健事業の充実・強化を行い、県型

保健所においては乳幼児健診データ等を利活用して、市町村の母子保健事業の評価

や質の向上に向けた検討や支援を行うなど、地域における重層的な支援体制の構築

を引き続き推進する。 
  （関連指標 環境整備 4-10、4-15、参考指標 4-2、4-3、4-7） 

 
４ 主体ごとの主な取組（現在の取組、強化する取組） 
【県】 

  ・市町村や関係団体等のデータの集積、分析を行い、結果を還元する。 
  ・気になる親子に対応する関係職員の人材育成。 

・県及び保健所は、市町村が「育てにくさ」の要因について理解を深めるための支援

を行うとともに、市町村における発達障害をはじめとする育てにくさを感じる親へ
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の早期支援体制整備への支援を行う。 
・保健所は管内市町村の乳幼児健診に係る情報交換や課題等について支援する。 
・保健所圏域毎に保健所、市町村、産科医療機関連携会議を開催する。 
・保健所は管内市町村のニーズを把握し、母子保健事業の質の向上に向けた支援や評

価を行う。 
  ・保健所は市町村の乳幼児健診未受診者の把握及び支援体制整備について支援する。 

【市町村】 
  ・乳幼児健診未受診者の把握及び支援体制整備を強化する。 
  ・育児不安や障害児等の自助組織の育成及び支援を強化する。 
  【学校・教育機関】 

・障害児や医療的ケアを要する児の療養上の相談にのり、関係機関等との連携を図る。 
【その他関係団体・関係機関】 
・相談機能の強化と、医療機関や市町村・関係団体等との連携に努める。 
・行政等と連携して、共通の立場にある子ども同士や親の交流の場（自助組織）を設

定する。 
【住民・地域】 
・育児サークル等、子育てについて話し合える機会や交流の場つくりを推進する。 
・親が孤立せず地域に馴染めるようなイベントの開催や、子育てサークルなど親同士

が交流する場の提供をする。 
 

Ⅴ 最終評価目標の再設定、新たに追加する指標について 
 １ 最終評価目標の再設定 

基盤課題１：切れ目のない妊産婦への保健対策と地域づくり 

１－２
中間目標値 最終目標値 県の達成度

55.2 H25 62.2 77.2 80.7 H30 達成 83.0 R6

健康水準の指標 妊娠・出産について満足している者の割合
ベースライン値 直近値 （再設定）最終目標値案

備考
76.4→78.6→80.7で推移。最終評価目標を超えているため、最終目標値の再設定が必要  

既に最終目標値を達成しているため更なる向上を目指す。これまでの推移等を踏まえ、

最終目標値案を 83.0%とした。 
 

１－３
中間目標値 最終目標値 県の達成度

90.1 H25 93.0 95.0 94.5 H30 達成 95.5 R6

健康水準の指標 この地域で子育てをしたいと思う親の割合
ベースライン値 直近値 （再設定）最終目標値案

備考
94.4→94.3→94.5で推移。中間評価目標は達成し、最終評価目標値に近いため、最終目標値の再設定が必要  

  最終目標値に大きく近づいているため更なる向上を目指す。これまでの推移等を踏ま

え、最終目標値案を 95.5%とした。 
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基盤課題２：子どもへの保健対策と環境づくり 

２－７
中間目標値 最終目標値 県の達成度

17.1 H27 ※設定なし ※設定なし 13.8 H30 悪化 増加 R6

子どものかかりつけ医（医師・歯科医師など）を持つ親の割合　１歳６か月児（歯科医師）

備考
中間目標及び最終目標値の設定なく新たに設定が必要。13.5→13.5→13.8で推移。

健康行動の指標
ベースライン値 直近値 （再設定）最終目標値案

 
これまでの推移等を踏まえ、最終目標値をベースライン値よりも増加とした。 
 

２－１２
中間目標値 最終目標値 県の達成度

65.1 H25 75.0 80.0 80.3 H30 達成 83.0 R6

健康行動の指標 １歳６か月児で仕上げ磨きをする親の割合
ベースライン値 直近値 （再設定）最終目標値案

備考
75.1→77.7→80.3で推移。最終評価目標を超えているため、最終目標値の再設定が必要

既に最終目標値を達成しているため更なる向上を目指す。これまでの推移等を踏まえ、

最終目標値案を 83.0%とした。 
 

基盤課題３：思春期からの保健対策と地域づくり 

３－１
中間目標値 最終目標値 県の達成度

7.6 H25 6.5 6.0 5.9 H29 達成 5.5 R6

（再設定）最終目標値案

備考

直近値

7.2→6.9→5.9→5.9で推移。最終評価目標を超えているため、最終目標値の再設定が必要。

健康水準の指標 10代の人工妊娠中絶実施率
ベースライン値

既に最終目標値を達成しているため更なる向上を目指す。これまでの推移等を踏まえ、

最終目標値案を 5.5%とした。 
 

重視すべき課題：のびのびと心豊かに子育てができる地域づくり 

４－２
中間目標値 最終目標値 県の達成度

76.2 H25 81.0 83.0 91.9 H30 達成 93.0 R6

健康水準の指標 ゆったりとした気分で子どもと過ごせる時間がある母親の割合　乳児
ベースライン値 直近値 （再設定）最終目標値案

備考
91.7→91.8→91.9→91.9で推移。最終評価目標を超えているため、最終目標値の再設定が必要。

既に最終目標値を達成しているため更なる向上を目指す。これまでの推移等を踏まえ、

最終目標値案を 93.0%とした。 
   

４－２
中間目標値 最終目標値 県の達成度

65.4 H25 70.0 71.5 83.4 H30 達成 88.0 R6

健康水準の指標 ゆったりとした気分で子どもと過ごせる時間がある母親の割合　1歳6ヶ月児
ベースライン値 直近値 （再設定）最終目標値案

備考
80.0→82.4→82.5→83.4で推移。最終評価目標を超えているため、最終目標値の再設定が必要。

既に最終目標値を達成しているため更なる向上を目指す。これまでの推移等を踏まえ、

最終目標値案を 88.0%とした。 
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４－２
中間目標値 最終目標値 県の達成度

62.4 H25 63.0 64.0 77.4 H30 達成 80.0 R6

健康水準の指標 ゆったりとした気分で子どもと過ごせる時間がある母親の割合　3歳児
ベースライン値 直近値 （再設定）最終目標値案

備考
75.1→74.2→75.6→77.4で推移。最終評価目標を超えているため、最終目標値の再設定が必要。

既に最終目標値を達成しているため更なる向上を目指す。これまでの推移等を踏まえ、

最終目標値案を 80.0%とした。 
 

４－４
中間目標値 最終目標値 県の達成度

88.7 H27 ※設定なし ※設定なし 95.1 H30 達成 増加 R6

国に合わせて指標名及びベースライン値を「乳幼児期に体罰や暴言等によらない子育てをしている親の割合」に変更。最終
目標値については新たに設定が必要。92.9→93.6→95.1で推移。
現行：指標名「子どもを虐待していると思う親の割合」　ベースライン値　11.3（H27)

健康行動の指標
ベースライン値 直近値 （再設定）最終目標値案

乳幼児期に体罰や暴言等によらない子育てをしている親の割合　乳児

備考

 
国に合わせ、指標名及びベースライン値を「子どもを虐待していると思う親の割合」

から「乳幼児期に体罰や暴言等によらない子育てをしている親の割合」に変更。 
最終目標値をベースライン値よりも増加とした。 
 

４－４
中間目標値 最終目標値 県の達成度

77.6 H27 ※設定なし ※設定なし 87.9 H30 達成 増加 R6

乳幼児期に体罰や暴言等によらない子育てをしている親の割合　1歳6か月

備考
国に合わせて指標名及びベースライン値を「乳幼児期に体罰や暴言等によらない子育てをしている親の割合」に変更。最終
目標値については新たに設定が必要。80.3→81.7→87.9で推移。
現行：指標名「子どもを虐待していると思う親の割合」　ベースライン値　22.4（H27)

直近値 （再設定）最終目標値案
健康行動の指標

ベースライン値

 
国に合わせ、指標名及びベースライン値を「子どもを虐待していると思う親の割合」

から「乳幼児期に体罰や暴言等によらない子育てをしている親の割合」に変更。 
最終目標値をベースライン値よりも増加とした。 
 

４－４
中間目標値 最終目標値 県の達成度

60.4 H27 ※設定なし ※設定なし 71.1 H30 達成 増加 R6

乳幼児期に体罰や暴言等によらない子育てをしている親の割合　3歳

備考

ベースライン値 直近値 （再設定）最終目標値案

国に合わせて指標名及びベースライン値を「乳幼児期に体罰や暴言等によらない子育てをしている親の割合」に変更。最終
目標値については新たに設定が必要。60.7→64.1→71.1で推移。
現行：指標名「子どもを虐待していると思う親の割合」　ベースライン値　39.6（H27)

健康行動の指標

 
国に合わせ、指標名及びベースライン値を「子どもを虐待していると思う親の割合」

から「乳幼児期に体罰や暴言等によらない子育てをしている親の割合」に変更。 
最終目標値をベースライン値よりも増加とした。 
 

４－７
中間目標値 最終目標値 県の達成度

52.6 H25 57.0 62.0 67.4 H30 達成 70.0 R6

健康行動の指標 主体的に育児に関わっていると感じている父親の割合
ベースライン値 直近値 （再設定）最終目標値案

備考
66.4→66.1→67.4で推移。最終評価目標を超えているため、最終目標値の再設定が必要。

既に最終目標値を達成しているため更なる向上を目指す。これまでの推移等を踏まえ、

最終目標値案を 70.0%とした。 
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４－１４
中間目標値 最終目標値 県の達成度

－ － － － 63.4 H30 評価できず 100 R6

環境整備の指標 養育支援が必要と認めた全ての家庭に対し、養育支援訪問事業を実施している市町村の割合

ベースライン値 直近値 （再設定）最終目標値案

備考
ベースライン値、中間目標及び最終目標値の設定なく新たに設定が必要。41.5（H27）→53.7→61.9→63.4で推移。

県のベースラインを直近（H30）の 63.4%とする。また、最終目標値は全市町村での実

施を目指し 100%（41 市町村）とした。 

４－１６

中間目標値 最終目標値 県の達成度
－ － － － 36.6 H29 評価できず 51.2 R6

環境整備の指標
要保護児童対策地域協議会の実務者会議、若しくはケース検討会議に、産婦人科医療機関の関係職
種（産婦人科医又は看護師や助産師）が参画している市町村の割合

ベースライン値 直近値 （再設定）最終目標値案

備考
ベースライン値、中間目標及び最終目標値の設定なく新たに設定が必要。12.2（H27）→24.4→36.6→36.6で推移  
県のベースラインを直近（H30）の 36.6%とする。また、これまでの推移等を踏まえ、 
最終目標値は県内過半数での実施を目指し 51.2%（21 市町村）とした。 
 

４－１７
中間目標値 最終目標値 県の達成度

－ － － － 56.1 H30 評価できず 100 R6

環境整備の指標 医療機関から養育支援依頼があった場合、対応基準を設けている市町村数
ベースライン値 直近値 （再設定）最終目標値案

備考
ベースライン値、中間目標及び最終目標値の設定なく新たに設定が必要。51.2（H29）→56.1で推移  
県のベースラインを直近（H30）の 56.1%とする。また、最終目標値は全市町村での実

施を目指し 100%（41 市町村）とした。 
 

４－１８

中間目標値 最終目標値 県の達成度
－ － － － 36.6 H30 評価できず 100 R6

環境整備の指標
母子健康手帳交付時や訪問等で把握した場合、要保護児童対策協議会に情報提供を行う基準を設け

ている市町村数

ベースライン値 直近値 （再設定）最終目標値案

備考
ベースライン値、中間目標及び最終目標値の設定なく新たに設定が必要。

県のベースラインを直近（H30）の 36.6%とする。全市町村で要保護児童対策協議会が 
設置されているため、最終目標値は全市町村での実施を目指し 100%（41 市町村）と

した。 
 

４－１９

中間目標値 最終目標値 県の達成度
－ － － － 82.9 H30 評価できず 100 R6

備考
ベースライン値、中間目標及び最終目標値の設定なく新たに設定が必要。70.7（H29）→82.9で推移

環境整備の指標
乳幼児健診未受診で、状況把握できない場合や訪問拒否の場合に、児童福祉担当部署と連携してい

る市町村数

ベースライン値 直近値 （再設定）最終目標値案

県のベースラインを直近（H30）の 82.9%とする。また、最終目標値は全市町村での実

施を目指し 100%（41 市町村）とした。 
 

 ２ 新たに追加する指標について 
（１）基盤課題１：切れ目のない妊産婦への保健対策と地域づくり 
   近年、妊産婦へのメンタルヘルスケアの重要性がこれまで以上に高まっている。

産後ケア事業については、母子保健法の一部改正により市町村の努力義務となる見

込みであるが、本県で産後ケア事業を実施している市町村は少ない。また、産婦健
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康診査・産後ケア事業に関連して、周産期メンタルヘルスに対応できる精神科医療

機関を調査し、市町村・産科医療機関への周知を図っているが、実際には診察の予

約がとれないなど協力できる精神科医療機関は少ない状況である。 
   産後のメンタルヘルスケアに関する支援体制の基盤として、市町村における産婦

健康診査および産後ケア事業の実施及び周産期メンタルヘルスを支援できる精神科

医療機関は重要であり、新たな環境整備の指標として「産婦健康診査を実施してい

る市町村の割合」、「産後ケア事業を実施している市町村の割合」、「周産期メンタル

ヘルスケアを支援する精神科医療機関の数」を追加する。 
項目 策定時 直近（H31 年度） 最終評価の目標 

産婦健康診査を実施している

市町村の割合 
－  29.3%（12 市町村） 

出展・調査：地域保健課調べ 
100% 

（41 市町村） 
産後ケア事業を実施している

市町村の割合 
－  17.0%（７市町村） 

出展・調査：地域保健課調べ 
100% 

（41 市町村） 
周産期メンタルヘルスケアを

支援する精神科医療機関の数 
－ 病院 11 施設、診療所等 31 施設 

出典・調査：地域保健課調べ 
増加 

 
（２）基盤課題１：切れ目のない妊産婦への保健対策と地域づくり 

    妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行うためには、すべての妊産婦

および乳幼児の健康や生活状況を包括的かつ継続的に把握し、「母子保健サービス」

と「子育て支援サービス」を一体的に提供できるよう、きめ細やかな相談支援体制

が必要となっている。 
地域の特性に応じた妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援体制の基盤と

して母子健康包括支援センター（子育て世代包括支援センター）の実施は重要であ

り、新たな環境整備の指標として「母子健康包括支援センターを実施している市町

村の割合」を追加する。 
項目 策定時 直近（H31 年度） 最終評価の目標 

母子健康包括支援センターを

実施している市町村の割合 
－ 14.6%（6 市町村） 

出展・調査：地域保健課調べ 
100% 

（41 市町村） 

 
（３）基盤課題３：思春期からの保健対策と地域づくり 

    近年、全国的に梅毒の報告数が増加している。本県の 10 代における梅毒の報告数

は平成 27 年 0 件であったが、平成 28 年以降、1～2 件の報告が確認されており、 
今後も引き続き注視していく必要があることから、新たな参考指標として「10 代の

性感染症罹患 梅毒（実数による報告数）」を追加する。 
項目 策定時 直近（H30 年速報値） 最終評価の目標 

10 代の性感染症罹患率 
梅毒（実数による報告数） 

－ 1 件 
出展・調査：沖縄県感染症情報

センター 

 
－ 
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Ⅵ 中間評価の総括と今後に向けて 
  健やか親子おきなわ２１（第２次）の策定から５年を迎えた今回の中間評価では、全

項目の 73%（65 項目）で改善が見られ、関係者の取り組みが形になって評価されたと考

えられます。母子手帳交付時保健指導を実施している市町村、学校保健委員会を設置し

ている学校など、既に最終目標値に達成した項目も見られています。 
  一方で、低体重児出生に関する対策、妊産婦を支える支援体制の強化、児童・生徒の

生活習慣や思春期への支援体制の強化、保護者が感じる育てにくさに寄り添う支援の強

化などについては、改善しているとはいえない状況もあり、これまで以上に取り組みを

強化する必要があります。 
  特に近年の母子保健対策では、妊産婦のメンタルヘルスケア、育てにくさを感じる親

への支援、妊娠期からの児童虐待防止対策など、様々な役割が期待されています。中間

評価を行うにあたり開催した中間評価検討部会や推進協議会においても、指標の数値に

とらわれず、支援が必要な方の状況や社会的背景も考慮し、ひとりひとりを丁寧に支援

する必要があるとの提言がなされました。 
これらの課題に対応するためにも、母子保健行政の主たる機関である市町村及び県型

保健所についてはその役割について再認識を図り、関係機関との多機関連携による支援

体制の強化・地域づくりに取り組むことが求められています。 
  県としては、今回の中間評価の結果を踏まえ、市町村や関係団体等との連携を密にし、

令和６年度までの計画期間内に各指標の目標達成に取り組み、沖縄県のすべての親と子

が健やかでたくましく成長できる環境づくりの実現に向けて推進していくこととします。 
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国
：
9
3
.0

）
○

H
2
9
年

地
域

保
健

課
調

べ

1
-
6

妊
婦

健
康

診
査

の
平

均
受

診
回

数
1
1
.9

回
1
4
回

1
4
回

1
1
.9

回
□

H
2
9
年

地
域

保
健

課
調

べ

1
-
7

妊
娠

中
の

妊
婦

の
喫

煙
率

4
.5

%
0
.0

%
0
.0

%
2
.7

%
○

H
3
0
年

度
※

3
.4

か
月

の
み

問
診

厚
生

労
働

省
母

子
保

健
課

調
査

1
-
8

育
児

期
間

中
の

両
親

の
喫

煙
率

母
親

　
8
.0

%
6
.0

%
4
.0

%
6
.3

%
○

H
3
0
年

度

父
親

　
3
8
.9

%
3
0
.0

%
2
0
.0

%
3
8
.3

%
○

H
3
0
年

度

1
-
9

妊
娠

中
の

妊
婦

の
飲

酒
率

2
.9

%
0
.0

%
0
.0

%
1
.0

%
○

H
3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

1
-
1
0

マ
タ

ニ
テ

ィ
マ

ー
ク

を
妊

娠
中

に
使

用
し

た
こ

と
の

あ
る

母
親

の
割

合
3
0
.5

%
4
0
.0

%
5
0
.0

%
2
4
.3

%
△

H
3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査
※

乳
幼

児
健

診
情

報
シ

ス
テ

ム

1
-
1
1

母
子

手
帳

交
付

時
に

保
健

指
導

を
実

施
し

て
い

る
市

町
村

の
割

合
9
5
.1

%
1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

◎
H

3
0
年

度
地

域
保

健
課

調
べ

1
-
1
2

妊
産

婦
人

口
に

対
す

る
就

業
助

産
師

の
割

合
(妊

産
婦

人
口

1
0
万

対
)

H
2
4
 2

,2
7
2

全
国

平
均

全
国

平
均

2
,6

1
1

○
H

2
8
年

度
看

護
職

員
等

業
務

従
事

届

指
標

健
康
水

準
の
指
標

健
康
行

動
の
指
標

厚
生

労
働

省
母

子
保

健
課

調
査
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1
-
1
3

産
科

診
療

所
の

う
ち

助
産

師
を

配
置

す
る

割
合

H
2
4
 4

5
.7

%
7
5
.0

%
1
0
0
%

6
0
.7

%
○

H
3
0
年

度
値

看
護

職
員

等
業

務
従

事
届

1
-
1
4

妊
娠

届
出

時
に

ア
ン

ケ
ー

ト
を

実
施

す
る

等
し

て
、

妊
婦

の
身

体
的

・
精

神
的

・
社

会
的

状
況

に
つ

い
て

把
握

し
て

い
る

市
町

村
の

割
合

9
5
.1

%
1
0
0
%

1
0
0
%

9
7
.6

%
（
4
0
市

町
村

）
○

H
3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

1
-
1
5

妊
娠

中
の

保
健

指
導

（
母

親
学

級
や

両
親

学
級

を
含

む
）
に

お
い

て
、

産
後

の
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

に
つ

い
て

、
妊

婦
と

そ
の

家
族

に
伝

え
る

機
会

を
設

け
て

い
る

市
町

村
の

割
合

1
9
.5

%
5
0
.0

%
7
0
.0

%
0
.0

%
（
0
市

町
村

）
△

H
3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

1
-
1
6

産
後

１
か

月
で

E
P
D

S
９

点
以

上
を

示
し

た
人

へ
の

フ
ォ

ロ
ー

体
制

が
あ

る
市

町
村

の
割

合
1
2
.2

%
2
4
.4

%
4
8
.8

%
0
.0

%
（
0
市

町
村

）
△

H
3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

1
-
1
7

◆
産

婦
健

康
診

査
を

実
施

し
て

い
る

市
町

村
の

割
合

2
9
.3

%
（
H

3
1
)

－
1
0
0
%

2
9
.3

%
（
1
2
市

町
村

）
－

H
3
1
年

度
地

域
保

健
課

調
べ

1
-
1
8

◆
産

後
ケ

ア
事

業
を

実
施

し
て

い
る

市
町

村
の

割
合

1
7
.0

%
（
H

3
1
）

－
1
0
0
%

1
7
.0

%
（
7
市

町
村

）
－

H
3
1
年

度
地

域
保

健
課

調
べ

1
-
1
9

◆
周

産
期

メ
ン

タ
ル

ヘ
ル

ス
ケ

ア
を

支
援

す
る

精
神

科
医

療
機

関
の

数

病
院

1
1
施

設
診

療
所

等
3
1
施

設
（
H

3
1
）

－
増

加
病

院
1
1
施

設
診

療
所

等
3
1
施

設
－

H
3
1
年

度
地

域
保

健
課

調
べ

1
-
2
0

◆
母

子
健

康
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
を

実
施

し
て

い
る

市
町

村
の

割
合

1
4
.6

%
（
H

3
1
）

－
1
0
0
%

1
4
.6

%
（
6
市

町
村

）
－

H
3
1
年

度
地

域
保

健
課

調
べ

参
考

1
-
1

乳
児

死
亡

率
 (

出
生

千
対

)
1
.7

1
.5

－
H

3
0
年

人
口

動
態

調
査

参
考

1
-
2

新
生

児
死

亡
率

 (
出

生
千

対
)

1
.3

0
.7

－
H

3
0
年

人
口

動
態

調
査

参
考

1
-
3

周
産

期
死

亡
率

 (
出

産
千

対
)

4
.5

3
.4

－
H

3
0
年

人
口

動
態

調
査

参
考

1
-
4

妊
産

婦
死

亡
率

 (
出

産
1
0
万

対
)

1
1
.3

0
－

H
3
0
年

人
口

動
態

調
査

参
考

1
-
5

妊
婦

の
貧

血
率

2
7
.2

%
2
3
.7

%
－

H
3
0
年

度
地

域
保

健
課

調
べ

参
考

1
-
6

母
乳

育
児

の
割

合
（
3
か

月
児

）
5
0
.0

%
3
9
.6

%
－

H
3
0
年

度
乳

幼
児

健
康

診
査

報
告

書

環
境
整

備
の
指
標

参
考
と

す
る
指
標
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参
考

1
-
7

特
定

不
妊

治
療

費
助

成
事

業
の

助
成

件
数

1
,4

0
2
件

1
,2

9
8
件

－

H
3
0
年

度
※

H
2
8
か

ら
対

象
が

無
制

限
か

ら
4
3
歳

未
満

へ
変

更

地
域

保
健

課
調

べ

参
考

1
-
8

母
子

健
康

手
帳

交
付

時
に

禁
煙

指
導

を
行

う
市

町
村

の
割

合
9
5
.1

%
1
0
0
.0

%
－

H
3
0
年

度
地

域
保

健
課

調
べ

参
考

1
-
9

禁
煙

指
導

を
行

う
産

科
診

療
所

の
割

合
2
7
年

度
：
9
機

関
※

ち
ゅ

ら
ま

ま
使

用
の

ク
リ
ニ

ッ
ク

・
医

院
9
機

関
－

H
3
0
年

地
域

保
健

課
調

べ

参
考

1
-
1
0

妊
産

婦
も

利
用

で
き

る
禁

煙
外

来
医

療
機

関
の

割
合

H
2
7
年

度
  

2
1
.2

%
1
9
.2

%
－

1
7
7
機

関
中

3
4
機

関
健

康
長

寿
課

調
べ

指
標

番
号

基
盤

課
題

２
　

子
ど

も
へ

の
保

健
対

策
と

地
域

づ
く

り

児
童

・
生

徒
に

お
け

る
肥

満
傾

向
児

の
割

合

1
0
歳

（
小

学
５

年
生

）
男

子
9
.7

0
%

8
.0

%
7
.0

%
1
3
.6

%
△

H
3
0
年

度

1
0
歳

（
小

学
５

年
生

）
女

子
1
0
.7

0
%

9
.0

%
8
.0

%
9
.4

%
○

H
3
0
年

度

2
-
2

３
歳

児
の

む
し

歯
有

病
者

率
3
0
.6

%
2
0
.0

%
1
5
.0

%
2
4
.9

%
（
全

国
：
1
4
.4

%
）

○
H

2
9
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
・
歯

科
保

健
課

調
査

2
-
3

幼
児

（
1
～

4
歳

）
の

死
亡

率
（
出

生
1
0
万

対
）

6
9
.7

半
減

半
減

4
9
.3

%
○

Ｈ
2
9

（
死

亡
数

8
人

）
人

口
動

態
調

査

不
慮

の
事

故
に

よ
る

死
亡

率
(人

口
1
0
万

対
）

0
才

H
2
2
　

0
1
2
.5

△

1
才

～
 4

才
H

2
2
　

4
.7

0
◎

5
才

～
 9

才
H

2
2
　

3
.7

1
.2

◎

1
0
才

～
1
4
才

H
2
2
　

1
.2

0
◎

1
5
～

1
9
才

H
2
2
　

1
9
.1

1
1
.0

○

2
-
4

不
慮

の
事

故
に

よ
る

死
亡

数
（
H

2
9
人

口
推

計
）

衛
生

統
計

年
報

国
勢

調
査

半
減

半
減

健
康

水
準

の
指

標

2
-
1

学
校

保
健

統
計

調
査

報
告

書
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2
-
5

予
防

接
種

率
（
１

歳
６

か
月

児
）
　

　
　

　
　

M
R
1

9
2
.3

%
9
4
%

9
5
%

9
3
.3

%
○

H
3
0
年

度
地

域
保

健
課

調
べ

乳
幼

児
健

康
診

査
の

受
診

率
（
重

視
す

べ
き

課
題

再
掲

）

乳
児

8
9
.2

%
9
5
.0

%
9
7
.0

%
9
0
.1

%
○

H
3
0
年

度

１
歳

６
か

月
児

8
6
.9

%
9
4
.0

%
9
6
.0

%
9
1
.0

%
○

H
3
0
年

度

３
歳

児
8
4
.0

%
9
1
.0

%
9
4
.0

%
8
9
.5

%
○

H
3
0
年

度

子
ど

も
の

か
か

り
つ

け
医

（
医

師
・
歯

科
医

師
な

ど
）
を

持
つ

親
の

割
合

３
・
４

か
月

児
（
医

師
）

5
9
.4

%
8
0
.0

%
8
5
.0

%
6
6
.0

%
○

H
3
0
年

度

３
歳

児
（
医

師
）

7
6
.1

%
9
0
.0

%
9
5
.0

%
8
6
.4

%
○

H
3
0
年

度

３
歳

児
（
歯

科
医

師
）

3
0
.0

%
4
5
.0

%
5
0
.0

%
3
6
.3

%
○

H
3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

１
歳

６
か

月
児

（
歯

科
医

師
）

1
7
.1

 %
（
H

2
7
)

－
増

加
1
3
.8

%
△

H
3
0
年

度
乳

幼
児

健
康

診
査

報
告

書

チ
ャ

イ
ル

ド
シ

ー
ト
を

利
用

し
て

い
る

親
の

割
合

乳
児

9
7
.5

%
1
0
0
%

1
0
0
%

9
7
.1

%
△

H
3
0
年

度

１
歳

６
か

月
児

9
5
.6

%
1
0
0
%

1
0
0
%

9
6
.0

%
○

H
3
0
年

度

３
歳

児
8
2
.2

%
1
0
0
%

1
0
0
%

8
2
.2

%
□

H
3
0
年

度

2
-
9

小
児

救
急

電
話

相
談

（
♯

8
0
0
0
）
を

知
っ

て
い

る
親

の
割

合
7
2
.7

%
8
1
.0

%
9
0
.0

%
8
8
.5

%
◎

H
3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

2
-
1
0

2
2
時

以
降

に
就

寝
す

る
３

歳
児

の
割

合
4
2
.0

%
減

少
減

少
3
7
.0

%
○

H
3
0
年

度
乳

幼
児

健
康

診
査

報
告

書

厚
生

労
働

省
母

子
保

健
課

調
査

2
-
8

乳
幼

児
健

康
診

査
報

告
書

健
康

行
動

の
指

標

2
-
6

2
-
6

乳
幼

児
健

康
診

査
報

告
書

乳
幼

児
健

康
診

査
報

告
書

2
-
7
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2
-
1
1

８
時

以
降

に
起

床
す

る
３

歳
児

の
割

合
1
3
.4

%
減

少
減

少
8
.2

%
○

H
3
0
年

度
乳

幼
児

健
康

診
査

報
告

書

2
-
1
2

１
歳

６
か

月
児

で
仕

上
げ

磨
き

を
す

る
親

の
割

合
6
5
.1

%
7
5
.0

%
8
3
.0

%
8
0
.3

%
◎

H
3
0
年

度
乳

幼
児

健
康

診
査

報
告

書

2
-
1
3

１
歳

６
か

月
健

康
診

査
時

に
フ

ッ
化

物
塗

布
を

実
施

し
て

い
る

市
町

村
の

割
合

8
5
.4

%
9
0
.0

%
9
5
.0

%
8
7
.8

%
○

H
3
0
年

度
市

町
村

歯
科

保
健

対
策

状
況

調
査

2
-
1
4

ハ
イ

リ
ス

ク
児

に
対

し
保

健
師

等
が

退
院

後
早

期
に

訪
問

す
る

体
制

が
あ

る
市

町
村

の
割

合
2
4
.4

%
5
0
.0

%
1
0
0
%

8
0
.5

%
◎

H
3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

2
-
1
5

市
町

村
の

ハ
イ

リ
ス

ク
児

の
早

期
訪

問
体

制
構

築
等

に
対

す
る

支
援

を
し

て
い

る
県

型
保

健
所

の
割

合
8
0
.0

%
9
0
.0

%
1
0
0
%

6
0
%

（
3
箇

所
）

△
H

3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

2
-
1
6

乳
幼

児
健

康
診

査
事

業
を

評
価

す
る

体
制

が
あ

る
市

町
村

の
割

合
2
2
.0

%
5
0
.0

%
1
0
0
%

5
6
.1

%
（
2
3
市

町
村

）
◎

H
3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

2
-
1
7

市
町

村
の

乳
幼

児
健

康
診

査
事

業
の

評
価

体
制

構
築

へ
の

支
援

を
し

て
い

る
県

型
保

健
所

の
割

合
0
.0

%
8
0
.0

%
1
0
0
%

0
%

□
H

3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

参
考

2
-
1

予
防

接
種

率
（
１

歳
６

か
月

児
）
　

　
　

　
　

　
B

C
G

6
7
.0

%
9
2
.8

%
－

H
3
0
年

度
地

域
保

健
課

調
べ

参
考

2
-
2

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

M
R
２

8
8
.9

%
9
3
.2

%
－

H
3
0
年

度
地

域
保

健
課

調
べ

参
考

2
-
3

乳
児

の
S
ID

S
死

亡
率

（
出

生
1
0
万

対
）

1
1
.6

0
%

（
0
人

）
－

H
3
0
年

人
口

動
態

調
査

参
考

2
-
4

事
故

防
止

対
策

を
実

施
し

て
い

る
市

区
町

村
の

割
合

7
3
.1

%
0
%

－
H

3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

参
考

2
-
5

朝
食

を
毎

日
食

べ
る

子
の

割
合

小
学

生
8
9
.0

%
8
6
.9

%
－

H
3
0
年

度

中
学

生
8
3
.1

%
8
1
.6

%
－

H
3
0
年

度

参
考

2
-
6

3
歳

ま
で

に
フ

ッ
化

物
塗

布
を

受
け

た
こ

と
の

あ
る

者
の

割
合

7
5
.6

%
7
9
.9

%
－

H
3
0
年

度
乳

幼
児

健
康

診
査

報
告

書

環
境

整
備

の
指

標

参
考

と
す

る
指

標

児
童

生
徒

の
体

力
・
運

動
能

力
・

泳
力

調
査
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参
考

2
-
7

テ
レ

ビ
視

聴
が

２
時

間
以

上
の

３
歳

児
の

割
合

5
7
.2

%
4
9
.7

%
－

H
3
0
年

度
乳

幼
児

健
康

診
査

報
告

書

参
考

2
-
8

2
2
時

以
降

に
就

寝
す

る
１

歳
６

か
月

児
の

割
合

2
9
.4

%
2
1
.8

%
－

H
3
0
年

度
乳

幼
児

健
康

診
査

報
告

書

参
考

2
-
9

８
時

以
降

に
起

床
す

る
１

歳
６

か
月

児
の

割
合

1
6
.0

%
1
0
.6

%
－

H
3
0
年

度
乳

幼
児

健
康

診
査

報
告

書

指
標

番
号

基
盤

課
題

３
　

思
春

期
か

ら
の

保
健

対
策

と
地

域
づ

く
り

3
-
1

1
0
代

の
人

工
妊

娠
中

絶
実

施
率

7
.6

%
6
.5

%
6
.0

%
（
修

正
案

）
5
.5

%
5
.9

%
◎

H
2
9
年

衛
生

行
政

報
告

例

1
0
代

の
性

感
染

症
罹

患
率

性
器

ク
ラ

ミ
ジ

ア
3
.4

2
2
.4

2
○

H
2
9
年

淋
菌

感
染

症
0
.8

3
0
.3

3
○

H
2
9
年

尖
圭

コ
ン

ジ
ロ

ー
マ

0
.2

5
0
.0

8
○

H
2
9
年

性
器

ヘ
ル

ペ
ス

0
.0

8
0
.5

8
△

H
2
9
年

3
-
3

不
登

校
の

子
ど

も
の

数
1
,9

4
6
人

減
少

減
少

3
,0

9
0
人

△
H

3
0
年

度
児

童
生

徒
の

問
題

行
動

、
不

登
校

等
生

徒
指

導
上

の
諸

問
題

に
課

す
る

調
査

3
-
4

高
校

中
退

者
率

1
,2

0
9
人

減
少

減
少

7
8
7
人

○
H

3
0
年

度
児

童
生

徒
の

問
題

行
動

、
不

登
校

等
生

徒
指

導
上

の
諸

問
題

に
関

す
る

調
査

3
-
5

不
良

行
為

で
補

導
さ

れ
た

未
成

年
者

の
数

1
1
,6

7
5
人

H
3
0
年

深
夜

は
い

か
い

4
1
,8

1
8
人

減
少

減
少

6
,5

2
9
人

○
H

3
0
年

3
-
5

飲
酒

1
,9

8
3
人

減
少

減
少

8
2
6
人

○
H

3
0
年

喫
煙

1
2
,3

4
3
人

減
少

減
少

3
,7

6
3
人

○
H

3
0
年

健
康

行
動

の
指

標

少
年

非
行

等
の

概
況

少
年

非
行

等
の

概
況

健
康

水
準

の
指

標

3
-
2

沖
縄

県
感

染
症

発
生

動
向

調
査

事
業

報
告

書

減
少

減
少
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3
-
6

思
春

期
関

連
の

相
談

が
で

き
る

支
援

機
関

の
数

3
7
ヵ

所
増

加
増

加
5
3
ヶ

所
○

H
3
0
年

度
こ

こ
ろ

の
支

援
機

関
リ
ス

ト

学
校

保
健

委
員

会
を

年
に

２
回

以
上

開
催

し
て

い
る

学
校

の
割

合

小
学

校
6
1
.4

%
増

加
増

加
6
8
.7

%
△

H
3
0
年

度

中
学

校
5
0
.3

%
増

加
増

加
4
6
.9

%
△

H
3
0
年

度

高
等

学
校

9
6
.0

%
増

加
増

加
1
0
0
.0

%
◎

H
3
0
年

度

ス
ク

ー
ル

カ
ウ

ン
セ

ラ
ー

を
配

置
す

る
学

校
の

割
合 小

学
校

6
3
.9

%
増

加
増

加
7
5
.2

%
○

H
3
0
年

度

中
学

校
9
4
.9

%
増

加
増

加
1
0
0
.0

%
◎

H
3
0
年

度

高
等

学
校

7
1
.9

%
増

加
増

加
8
6
.7

%
○

R
1
年

度
県

立
学

校
教

育
課

調
べ

（
高

校
）

3
-
9

ス
ク

ー
ル

ソ
ー

シ
ャ

ル
ワ

ー
カ

ー
の

配
置

状
況

1
3
名

増
加

増
加

2
0
名

○
H

2
9
年

度
義

務
教

育
課

調
べ

参
考

3
-
1

全
出

産
数

に
対

す
る

1
0
代

母
親

の
割

合
2
.5

%
2
.4

%
－

H
3
0
年

人
口

動
態

調
査

参
考

3
-
2

安
全

学
習

支
援

隊
に

よ
る

安
全

学
習

授
業

H
2
3

7
4
,9

2
5
名

（
8
8
校

、
3
1
団

体
）

2
5
9
,4

6
3
名

－
H

3
0
年

県
警

（
安

全
学

習
支

援
隊

）
調

べ

参
考

3
-
3

子
ど

も
が

健
全

に
集

ま
れ

る
場

所
の

設
置

市
町

村
数 (放

課
後

子
ど

も
教

室
)

2
0
市

町
村

（
1
5
5
,5

2
7
人

）
2
1
市

町
村

－
H

3
0
年

度
放

課
後

子
ど

も
教

室
実

績
報

告
教

育
庁

生
涯

学
習

振
興

課
調

べ

参
考

3
-
4

学
校

保
健

委
員

会
を

設
置

し
て

い
る

学
校

の
割

合 小
学

校
9
9
.3

%
1
0
0
.0

%
－

H
3
0
年

度

中
学

校
9
8
.0

%
1
0
0
.0

%
－

H
3
0
年

度

高
等

学
校

1
0
0
%

1
0
0
.0

%
－

H
3
0
年

度

参
考

と
す

る
指

標

文
部

科
学

省
「
学

校
保

健
委

員
会

設
置

状
況

調
査

」
よ

り

環
境

整
備

の
指

標

3
-
7

文
部

科
学

省
「
学

校
保

健
委

員
会

設
置

状
況

調
査

」
よ

り

3
-
8

義
務

教
育

課
調

べ
（
小

・
中

）
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参
考

3
-
5

1
0
代

の
自

殺
死

亡
数

1
人

0
名

－
H

3
0
年

地
域

に
お

け
る

自
殺

の
基

礎
資

料

参
考

3
-
6

生
徒

に
お

け
る

痩
身

傾
向

児
の

割
合

（
1
6
歳

女
子

）
4
.2

%
4
.3

%
－

H
3
0
年

度
学

校
保

健
統

計
調

査
報

告
書

参
考

3
-
7

地
域

と
学

校
が

連
携

し
た

健
康

等
に

関
す

る
講

習
会

の
開

催
状

況
6
1
.0

%
5
1
.2

%
(2

1
市

町
村

）
－

H
3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

参
考

3
-
8

◆
1
0
代

の
性

感
染

症
罹

患
率

　
梅

毒
（
実

数
に

よ
る

報
告

数
）

1
件

（
H

3
0
年

）
1
件

－
H

3
0
年

度
（
速

報
値

）
沖

縄
県

感
染

症
情

報
セ

ン
タ

ー

指
標

番
号

重
視

す
べ

き
課

題
　

の
び

の
び

と
心

豊
か

に
子

育
て

が
で

き
る

地
域

づ
く

り

4
-
1

児
童

虐
待

に
よ

る
死

亡
数

H
2
6
　

２
件

0
0

0
○

H
3
0
年

度
青

少
年

・
子

ど
も

家
庭

課
調

べ

ゆ
っ

た
り

と
し

た
気

分
で

子
ど

も
と

過
ご

せ
る

時
間

が
あ

る
母

親
の

割
合

乳
児

7
6
.2

%
8
1
.0

%
9
3
.0

%
9
1
.9

%
◎

H
3
0
年

度

１
歳

６
か

月
児

6
5
.4

%
7
0
.0

%
8
8
.0

%
8
3
.4

%
◎

H
3
0
年

度

３
歳

児
6
2
.4

%
6
3
.0

%
8
0
.0

%
7
7
.4

%
◎

H
3
0
年

度

4
-
3

育
て

に
く

さ
を

感
じ

た
と

き
に

対
処

で
き

る
親

の
割

合
8
0
.8

%
9
0
.0

%
9
5
.0

%
8
2
.8

%
○

H
3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

乳
幼

児
期

に
体

罰
や

暴
言

等
に

よ
ら

な
い

子
育

て
を

し
て

い
る

親
の

割
合

（
国

の
指

標
に

合
わ

せ
て

変
更

）

乳
児

8
8
.7

%
（
H

2
7
）

9
5
.1

%
○

H
3
0
年

度

１
歳

６
か

月
児

7
7
.4

%
（
H

2
7
）

8
7
.9

%
○

H
3
0
年

度

３
歳

児
6
0
.4

%
（
H

2
7
）

7
1
.1

%
○

H
3
0
年

度

乳
幼

児
健

康
診

査
の

受
診

率
（
基

盤
課

題
２

再
掲

）

乳
児

8
9
.2

%
9
5
.0

%
9
7
.0

%
9
0
.1

%
○

H
3
0
年

度

１
歳

６
か

月
児

8
6
.9

%
9
4
.0

%
9
6
.0

%
9
1
.0

%
○

H
3
0
年

度

３
歳

児
8
4
.0

%
9
1
.0

%
9
4
.0

%
8
9
.5

%
○

H
3
0
年

度

増
加

健
康

行
動

の

4
-
5

乳
幼

児
健

康
診

査
報

告
書

乳
幼

児
健

康
診

査
報

告
書

健
康

水
準

の
指

標

4
-
2

厚
生

労
働

省
母

子
保

健
課

調
査

4
-
4

厚
生

労
働

省
母

子
保

健
課

調
査

－
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4
-
6

子
ど

も
の

社
会

性
の

発
達

過
程

を
知

っ
て

い
る

親
の

割
合

8
4
.5

%
9
0
.0

%
9
5
.0

%
9
2
.0

%
◎

H
3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

4
-
7

主
体

的
に

育
児

に
関

わ
っ

て
い

る
と

感
じ

て
い

る
父

親
の

割
合

5
2
.6

%
5
7
.0

%
7
0
.0

%
6
7
.4

%
◎

H
3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

4
-
8

乳
幼

児
揺

さ
ぶ

ら
れ

症
候

群
（
Ｓ

Ｂ
Ｓ

）
を

知
っ

て
い

る
親

の
割

合
9
5
.3

%
1
0
0
%

1
0
0
%

9
6
.9

%
○

H
3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

4
-
9

市
町

村
に

お
け

る
発

達
障

害
を

は
じ

め
と

す
る

育
て

に
く

さ
を

感
じ

る
親

へ
の

早
期

支
援

体
制

整
備

へ
の

支
援

を
し

て
い

る
県

型
保

健
所

の
割

合

4
0
.0

%
2
箇

所
1
0
0
%

1
0
0
%

4
0
%

（
2
箇

所
）

□
H

3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

4
-
1
0

乳
幼

児
健

康
診

査
の

未
受

診
者

の
全

数
の

状
況

を
把

握
す

る
体

制
が

あ
る

市
町

村
の

割
合

9
5
.1

%
1
0
0
%

1
0
0
%

8
0
.5

%
（
3
3
市

町
村

）
△

H
3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

4
-
1
1

市
町

村
の

乳
幼

児
健

康
診

査
の

未
受

診
者

把
握

へ
の

取
組

に
対

す
る

支
援

を
し

て
い

る
県

型
保

健
所

の
割

合

2
0
.0

%
1
箇

所
1
0
0
%

1
0
0
%

4
0
%

（
2
箇

所
）

○
H

3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

4
-
1
2

育
児

不
安

の
親

の
グ

ル
ー

プ
活

動
を

支
援

し
て

る
市

町
村

の
割

合
1
2
.2

%
5
0
.0

%
1
0
0
%

1
2
.2

%
(5

ヶ
所

）
□

H
3
0
年

度
※

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

と
調

査
方

法
異

な
る

厚
生

労
働

省
母

子
保

健
課

調
査

4
-
1
3

発
達

障
害

を
は

じ
め

と
す

る
育

て
に

く
さ

を
感

じ
る

親
へ

の
早

期
支

援
体

制
が

あ
る

市
町

村
の

割
合

6
8
.3

%
1
0
0
%

1
0
0
%

8
5
.4

%
（
3
5
ヶ

所
）

○
H

3
0
年

度
※

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

と
調

査
方

法
異

な
る

厚
生

労
働

省
母

子
保

健
課

調
査

4
-
1
4

養
育

支
援

が
必

要
と

認
め

た
全

て
の

家
庭

に
対

し
、

養
育

支
援

訪
問

事
業

を
実

施
し

て
い

る
市

町
村

の
割

合

6
3
.4

%
（
H

3
0
 ）

－
1
0
0
%

6
3
.4

％
（
2
6
市

町
村

）
H

3
0
年

度
厚

生
労

働
省

総
務

課
虐

待
防

止
対

策
室

調
べ

4
-
1
5

特
定

妊
婦

、
要

支
援

家
庭

、
要

保
護

家
庭

等
支

援
の

必
要

な
親

に
対

し
て

、
グ

ル
ー

プ
活

動
等

に
よ

る
支

援
（
市

町
村

へ
の

支
援

も
含

む
）
を

し
て

い
る

県
型

保
健

所
の

割
合

2
0
.0

％
１

箇
所

6
0
.0

%
1
0
0
%

0
.0

%
△

H
3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

4
-
1
6

要
保

護
児

童
対

策
地

域
協

議
会

の
実

務
者

会
議

、
若

し
く

は
ケ

ー
ス

検
討

会
議

に
、

産
婦

人
科

医
療

機
関

の
関

係
職

種
（
産

婦
人

科
医

又
は

看
護

師
や

助
産

師
）
が

参
画

し
て

い
る

市
町

村
の

割
合

3
6
.6

%
（
H

3
0
 ）

－
5
1
.2

%
3
6
.6

%
（
1
5
市

町
村

）
H

2
9
年

度
厚

生
労

働
省

総
務

課
虐

待
防

止
対

策
室

調
べ

4
-
1
7

医
療

機
関

か
ら

養
育

支
援

依
頼

が
あ

っ
た

場
合

、
対

応
基

準
を

設
け

て
い

る
市

町
村

数
5
6
.1

%
（
H

3
0
 ）

－
1
0
0
%

5
6
.1

%
（
2
3
市

町
村

）
H

3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

環
境

整
備

の
指

標

環
境

整
備

の
指

標

動
の

指
標
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4
-
1
8

母
子

健
康

手
帳

交
付

時
や

訪
問

等
で

把
握

し
た

場
合

、
要

保
護

児
童

対
策

協
議

会
に

情
報

提
供

を
行

う
基

準
を

設
け

て
い

る
市

町
村

数

3
6
.6

%
（
H

3
0
 ）

－
1
0
0
%

3
6
.6

%
（
1
5
市

町
村

）
H

3
0
年

度
地

域
保

健
課

調
べ

4
-
1
9

乳
幼

児
健

診
未

受
診

で
、

状
況

把
握

で
き

な
い

場
合

や
訪

問
拒

否
の

場
合

に
、

児
童

福
祉

担
当

部
署

と
連

携
し

て
い

る
市

町
村

数

8
2
.9

%
（
H

3
0
 ）

－
1
0
0
%

8
2
.9

%
（
3
4
市

町
村

）
H

3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

参
考

4
-
1

妊
娠

届
出

時
に

ア
ン

ケ
ー

ト
を

実
施

す
る

等
し

て
、

妊
婦

の
身

体
的

・
精

神
的

・
社

会
的

状
況

に
つ

い
て

把
握

し
て

い
る

市
町

村
の

割
合

（
基

盤
課

題
１

　
再

掲
）

9
5
.1

0
%

9
7
.6

%
（
4
0
市

町
村

）
－

H
3
0
年

度
厚

生
労

働
省

母
子

保
健

課
調

査

参
考

4
-
2

児
童

相
談

所
の

児
童

虐
待

相
談

対
応

件
数

3
4
8
件

1
,1

0
0
 件

－
H

3
0
年

度
（
速

報
値

）
福

祉
行

政
報

告
例

（
厚

生
労

働
省

）

参
考

4
-
3

市
町

村
の

児
童

虐
待

相
談

対
応

件
数

9
1
8
件

9
3
7
件

－
H

3
0
年

度
（
速

報
値

）
福

祉
行

政
報

告
例

（
厚

生
労

働
省

）

参
考

4
-
4

子
育

て
が

楽
し

い
と

感
じ

る
親

の
割

合

乳
児

9
6
.8

%
9
6
.7

%
－

H
3
0
年

度

１
歳

６
か

月
児

9
6
.5

%
9
6
.2

%
－

H
3
0
年

度

３
歳

児
9
5
.7

%
9
5
.4

%
－

H
3
0
年

度

参
考

4
-
5

子
育

て
が

大
変

と
感

じ
る

親
の

割
合

乳
児

3
.2

%
3
.2

%
－

H
3
0
年

度

１
歳

６
か

月
児

3
.4

%
3
.7

%
－

H
3
0
年

度

３
歳

児
4
.3

%
4
.6

%
－

H
3
0
年

度

参
考

4
-
6

気
に

な
る

子
の

有
所

見
率

　
　

　
　

 　
１

歳
６

か
月

児
5
.6

%
4
.8

%
－

H
3
0
年

度

３
歳

児
5
.9

%
7
.7

%
－

H
3
0
年

度

乳
幼

児
健

康
診

査
報

告
書

乳
幼

児
健

康
診

査
報

告
書

乳
幼

児
健

康
診

査
報

告
書

環
境

整
備

の
指

標

参
考

と
す

る
指

標
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参
考
4
-
7
健
診
事
後
教
室
を
実
施
し
て
い
る
市
町
村
の
割

合
6
1
.0
%

5
3
.7
%

－
H
3
0
年
度

地
域
保
健
課
調
べ

参
考
4
-
8
父
親
の
育
児
休
業
取
得
割
合

2
.8
%

8
.5
%

－
H
3
0
年

沖
縄
県
労
働
条
件
等
実
態
調
査

報
告
書

参
考
4
-
9
医
療
的
ケ
ア
を
要
す
る
児
の
短
期
事
業
を
行
っ
て

い
る
施
設

5
施
設

5
施
設

－
H
3
0
年
度

参
考
4
-
1
0
障
害
児
が
利
用
で
き
る
施
設
数

①
障
害
児
通
所
支
援
事
業
所

2
5
2
ヶ
所

6
3
1
ヶ
所

－
H
3
0
年
度

②
短
期
入
所
事
業
所

5
8
ヶ
所

7
7
ヶ
所

－
H
3
0
年
度

③
児
童
居
宅
介
護
事
業
所

2
2
5
ヶ
所

2
4
5
ヶ
所

－
H
3
0
年
度

④
障
害
児
保
育

2
3
1
ヶ
所

2
8
8
ヶ
所

－
H
3
0
年
度

子
育
て
支
援
課
調
べ

参
考
4
-
1
1
市
町
村
社
会
福
祉
協
議
会
に
よ
る
移
送
サ
ー
ビ

ス
実
施
割
合

5
6
.1
%

6
3
.4
%

－
H
3
0
年
度

※
移
送
サ
ー
ビ
ス
対
象

者
に
高
齢
者
等
も
含
む
沖
縄
県
社
会
福
祉
協
議
会
調
べ

＊
注
1
：
医
療
型
児
童
福
祉
施
設
（
肢
体
不
自
由
児
施
設
、
重
症
心
身
障
害
児
施
設
）
を
除
く

＊
注
２
：
居
宅
介
護
事
業
所
の
事
業
者
数
（
対
象
は
児
童
に
限
定
さ
れ
な
い
）

＊
注
３
：
医
療
型
児
童
福
祉
施
設
で
短
期
入
所
事
業
を
行
っ
て
い
る
事
業
者
数

◆
は
中
間
評
価
時
に
追
加
し
た
指
標

障
害
福
祉
課
調
べ

障
害
福
祉
課
調
べ

-27-



-28-



 

 

 

 

 

参考資料 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-29-



-30-



-31-



-32-



健やか親子おきなわ２１（第２次）　推進体制

沖縄県のすべての親と子が健やかでたくましく成長する

重視すべき課題

のびのびと心豊かに子育てができる

切れ目のない

妊産婦への保健対策

基盤課題２ 基盤課題３基盤課題１

子どもへの

保健対策
思春期からの

保健対策

県 民

行政機関 専門団体
連携

報告 報告

連携

民間団体

健やか親子おきなわ２１推進協議会
（各機関の活動状況・計画の進行管理、連携強化）

健やか親子おきなわ２１専門部会（中間評価検討部会）
（中間評価・最終評価その他必要と認められる場合に設置）

事務局：沖縄県 保健医療部 地域保健課

推

進

体

制

推

進

方

策
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「健やか親子おきなわ２１（第２次）」中間評価検討部会 開催要領 
 
 

１ 目的 

  平成 27 年度から平成 36（令和 6）年度かけて推進する「健やか親子おき 

なわ２１（第２次）」については、開始から 5 年を目安に、目標の達成状況 

等について中間評価を行うこととしております。 

  ついては、中間年である平成 31 年度（令和元年度）に、これまでの取組に 

関する中間評価、最終評価も視野に置いた見直しに必要な検討を行うため、 

中間評価検討部会を開催する。 
 

２ 構成員 

  中間評価検討部会の構成員は別紙のとおりとする。 
 

３ 検討項目 

 （１）「健やか親子おきなわ２１（第２次）」の中間評価 

  （２）その他、追加項目の検討など 
 

４ 期間 

 （１）構成員就任日から令和 2 年 3 月 31 日まで 

 （２）検討部会の開催は 1 回程度 
 

５ 事務局 

中間評価検討部会の事務局は、沖縄県地域保健課母子保健班において行う。 
 

６ 費用等 

  中間評価検討部会の運営に関する費用、構成員の旅費等については、沖縄

県地域保健課母子保健班にて負担する。 
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所属 役職 氏名 備考

一般社団法人　沖縄県助産師会 会長 桑江　喜代子

公益社団法人　沖縄県栄養士会 副会長 笠原　寛子

沖縄県保育士会 副会長 上原　喜美江

沖縄県立南部医療センター・こど
も医療センター 産科病棟

師長 座波　理香子

沖縄県教育庁　県立学校教育課
高校教育改革班

指導主事 大城　勝也

沖縄県中央児童相談所　相談班 主幹 仲宗根　リサ

沖縄県子ども生活福祉部
障害福祉課　事業指導支援班

班長 名嘉　寛之

北部保健所　地域保健班 班長 喜納　みどり

中部保健所　地域保健班 班長 糸洲　名子

南部保健所　地域保健班 班長 玉城　浩江

那覇市　地域保健課
首里・小禄グループ

主幹 濱川　ルミ

沖縄市　子ども相談・健康課
母子保健係

係長 川満　博貴

南風原町　保健福祉課
健康づくり班

班長 真謝　雅代

「健やか親子おきなわ２１（第2次）」中間評価検討部会委員
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「健やか親子おきなわ２１（第２次）」推進協議会設置要綱

（設置目的）

第１条 「健やか親子おきなわ２１（第２次）」の施策を効果的に推進し、県民が主体的

に取り組 む運動の支援を図るため、「健やか親子おきなわ２１（第２次）」推進協議会

（以下「推進協議会」 という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 推進協議会は、次に掲げる事項を所掌する。

（１） 「健やか親子おきなわ２１（第２次）」の普及啓発に関すること。

（２） 「健やか親子おきなわ２１（第２次）」の推進方策に関すること。

（３） その他、推進協議会の目的を達成するために必要なこと。

（組織）

第３条 協議会の委員は、次に掲げる者でもって構成する。

（１） 保健福祉、医療関係者

（２） 教育関係者

（３） 報道関係者

（４） 住民代表

（５） 行政関係者

（６） その他「健やか親子おきなわ２１（第２次）」の推進に必要と認められる者

２ 必要に応じて専門部会をおくことが出来る。

３ 必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求めることが出来る。

（任期）

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。

２ 委員は、再任を妨げない。

３ 委員の補欠・変更がある場合は原則として、その後任者が委員に就任することとす

る。

（会長及び副会長）

第５条 推進協議会は、保健医療部長が招集する。

２ 推進協議会の議事進行は保健医療部長が行う。

３ 前項の規定に関わらず、保健医療部長は会議の議事進行を担当する者を指名し、当

該者に協議会の議事進行を依頼することができる。

（事務局）

第６条 協議会の事務局は、保健医療部地域保健課に置く。

附 則

この要綱は、平成１４年１２月２７日から施行する

この要綱は、平成１７年１０月 ６日から施行する

この要綱は、平成２１年 ６月 ４日から施行する

この要綱は、平成２４年 ３月２３日から施行する

この要綱は、平成２６年 ４月１４日から施行する

この要綱は、平成２９年 ４月 １日から施行する
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代表区分 所　属　機　関　等 備考

1 宮里　善次  一般社団法人沖縄県医師会　副会長

2 真境名　勉  一般社団法人沖縄県歯科医師会　会長

3 佐久本　哲郎  沖縄県産婦人科医会　会長

4 宮城　雅也  公益社団法人沖縄県小児保健協会　会長

5 上原　弘行  沖縄県小児科医会　会長

6 小波津　豊子  公益社団法人沖縄県看護協会　副会長

7 笠原　寛子  公益社団法人沖縄県栄養士会　副会長

8 上原　喜美江  沖縄県保育士会　副会長

教育関係 9 宮城　光秀  沖縄県高等学校ＰＴＡ連合会会長

10 大門　雅子  株式会社沖縄タイムス社編集局社会部　部長待遇

11 謝花　史哲  株式会社琉球新報社社会部　記者

12 垣花　悦子  沖縄県母子保健推進員連絡協議会　会長

13 石川　キヨ子
社会福祉法人みどり福祉会 みどり保育園
地域子育て支援センターなんくる家　代表

14 砂川　靖  沖縄県保健医療部　部長

15 半嶺　満  沖縄県教育委員会　教育指導統括監

16 仲宗根　正  沖縄県保健所長会　会長

17 宮川　治  沖縄県総合精神保健福祉センター　所長

18 新里　薫  沖縄県警察本部生活安全部少年課　課長

19 加藤　明子  厚生労働省沖縄労働局雇用環境・均等室　室長

20 東　朝幸  那覇市保健所　所長

21 都倉　稔  沖縄県中央児童相談所　所長

行政機関

「令和元年度健やか親子おきなわ21（第２次）」推進協議会委員名簿

委員氏名

保健医療福祉
関係団体等

報道機関

住民組織
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「健やか親子おきなわ２１（第２次）」中間評価に関する検討会 開催状況 
 

開催日 検討会 議題等 

平成３１年 
４月１８日 

第１回 事務局会議 ・中間評価の目的、進め方について 
・専門部会、協議会について 
・スケジュールについて 

令和元年 
７月１７日 

第２回 事務局会議 ・各指標の進捗状況（直近データ及

び達成状況） 
・今後強化すべき項目の検討 
・中間評価検討部会（仮）の検討 

令和元年 
９月２５日 

第３回 事務局会議 ・各指標の進捗状況（直近データ及

び達成状況） 
・中間評価（たたき台）の検討 

令和元年 
１０月２３日 

第４回 事務局会議 ・中間評価（たたき台）の検討 
・中間評価検討部会の開催について

・推進協議会について 

令和元年 
１１月２７日 

「健やか親子おきなわ２１（第

２次）」中間評価検討部会 
・中間評価（素案）の検討 
・各指標の進捗状況の検討 

１１月２８日 
～１２月１６日 

 ※中間評価検討部会の意見を基に中

間評価（素案）の修正 

令和元年 
１２月２０日 

第５回 事務局会議 ・中間評価（素案）の検討 
・推進協議会の開催について 

令和２年 
１月１７日 

第６回 事務局会議 ・推進協議会の開催について 
・推進協議会後の進め方について 

令和２年 
１月２２日 

「健やか親子おきなわ２１（第

２次）」推進協議会 
・中間評価（素案）の検討 
・各指標の進捗状況の検討 

１月２３日 
～２月２８日 

 ・推進協議会の意見を基に中間評価

（素案）の修正 

 
＜事務局＞ 

沖縄県保健医療部 
 糸数 公  保健衛生統括監 

  山川 宗貞 地域保健課長 
  金城 房枝 地域保健課 母子保健班長 
  上原 健司 地域保健課 母子保健班員 
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